
令和６年６月

都留市議会定例会 市長説明



本日、令和６年６月都留市議会定例会を招集いたしましたところ、

議員各位におかれましては、ご出席まことにご苦労様でございます。 

また、市政推進にあたりまして、日頃から多大なご協力とご尽力

を賜り、厚くお礼を申し上げます。

さて、去る４月２４日に、民間有識者で構成する「人口戦略会議」

のシンポジウムにおいて、２０代から３０代の女性人口の減少率を

基にした自治体の｢持続可能性｣に関する調査による「２０５０年以

降の消滅可能性都市」として、山梨県内の１１市町村を含む、全国

の７４４市町村が公表され、本市も該当する結果となりました。

この調査は、高等教育機関が複数立地する本市のように、若年女

性の移動比率が非常に高く、そのほとんどが学生であり、出生率を

算出する母数
ぼ す う

としては単純に算入しにくいという、まちの特殊な実

態とは乖離した条件下による推計結果ではありますが、可能性の一

つとしてこの結果を受け、改めて子育て施策の充実などの人口減少

対策に取り組むことの重要性を再認識したところであります。  

本市では、「都留市人口ビジョン」により、将来の本市の人口を推

計する中で、人口減少の抑制に資する施策を積極的に推進しており、

これまでも、都留市立病院での産科分娩再開や小中学校の給食費無

償化、昨年４月には、子育て中の親子の交流の場として田原交流セ
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ンターｎｉｃｏｔ
ニ コ ッ ト

内に「都留市地域子育て支援センター はぐっと」

を設置するなど、妊産婦や子育て世帯に対する様々な施策を講じて

まいりました。

今後につきましても、子育ての喜びが実感できるまちづくりを目

指し、直接的な子育て支援や女性活躍の場を創出する施策等の推進

により、若年女性の定住促進を図るとともに、企業誘致による雇用

の確保や公園整備による環境の充実など、多面的な方策により、長

期的視点を持って人口減少対策に取り組んでまいります。

それでは、本定例会に提出をいたしました案件につきまして、  

その概要を申し上げるとともに、あわせて私の所信の一端を申し 

述べ、議員各位並びに市民の皆様のご理解とご協力を賜りたいと 

存じます。

はじめに、「企業誘致」についてであります。

サプライチェーン対策による国内回帰・国内生産体制の強化に伴

い、国内での設備投資に積極的な企業が増加する中、全国的に分譲

可能な工業用地は減少しており、工業団地整備の需要が高まってい

る状況であります。

また、工業団地の整備や工場の建設・操業が進むことにより、雇

用の創出や、相当程度の経済効果が期待されることから、国では令
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和１５年までに新たに１万ヘクタールの工業用地を確保する目標を

掲げているところであります。

本市は、「東京圏へのアクセスの良さ」や「学生が多く雇用が確保

しやすい」など、立地環境について企業から高く評価されておりま

すが、既存工業団地に空き区画が無い状況を踏まえ、都留インター

チェンジに近く、東京圏へのアクセスに優れ、また災害リスクの少

ない厚原牛石地区へ新工業団地を整備するため、現在、用地交渉に

着手したところであります。

本年度は、都留市土地開発公社と協力する中で、用地取得や造成

設計、アクセス道路の設計などを実施してまいります。

一方、立地する企業を確保するため、本市の優れた立地環境や県

内で最も充実した支援策などの情報発信を行うとともに、県をはじ

めとする関係機関と連携する中で、様々な誘致活動を実施してまい

りましたところ、複数の企業が本市へ視察に訪れ、立地に向け前向

きなご検討をいただいているところであります。

今後も、人口減少・少子高齢化の解消に向けた雇用創出及び産業

活性化のため、引き続き強力に企業誘致を推進してまいります。

次に、「所得税及び個人住民税の定額減税」についてであります。 

令和５年１１月２日、国の「デフレ完全脱却のための総合経済対
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策」において、「賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を

緩和するため、デフレ脱却のための一時的な措置として、令和６年

分所得税及び令和６年度分個人住民税の減税を実施する。」ことが閣

議決定されました。

これを受け、令和６年度の税制改正において、納税者及び配偶者

を含めた扶養家族１人につき、令和６年分の所得税から３万円、令

和６年度分の個人住民税から１万円の減税をそれぞれ行うこととさ

れたところであります。

今回の定額減税につきましては、納税者だけでなく、制度の変更

に対応される給与支払者である事業者の皆様にも混乱が生じないよ

う、広報やホームページにおいて、制度内容等の周知に努めている

ところであります。

なお、この定額減税の実施に伴い減少する個人住民税の相当額に

つきましては、地方特例交付金として、全額国費により補填される

こととなっており、関連する補正予算案について、本定例会に提出

しているところであります。

また、所得水準等の関係で、定額減税しきれないと見込まれる方

につきましては、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活

用し、調整給付金として、差額を支給するものとされております。
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本市におきましては、マイナンバーと連携した公金受取口座登録

がある方に対する申請書提出不要のプッシュ型支給と、公金受取口

座登録がない方への申請に基づく支給の併用により、迅速に支給が

行えるよう、現在準備を進めているところであります。 

次に、「重層的支援体制整備事業の実施」についてであります。 

近年、ライフスタイルや価値観の多様化等を背景として、子育て

や介護、障がいや生活困窮など、市民の抱える悩みや課題が複雑化・

複合化してきており、単一の専門分野の制度利用や支援だけでは十

分に対応できない事例が増加しております。また、困りごとを自ら

相談することや、課題を認識することが困難な方もおり、必要な支

援に結びつけられずに制度の狭間で孤立してしまうということが起

きております。 

こうした状況から、本市では、令和４年度から福祉保健部３課を

中心に重層的相談支援を行っているところでありますが、福祉保健

分野だけでなく、より複雑化・複合化した市民支援ニーズに対応す

るため、本年度より、社会福祉法に基づく『都留市重層的支援体制

整備事業』の本格的な実施に向けた体制づくりに着手いたしたとこ

ろであります。 

このような中、県により、都留市立病院内に「富士・東部医療的
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ケア児支援センター」が開設され、郡内地域で医療的ケアを必要と

する方やその家族を支える相談体制の強化が図られました。

本市におきましては、このセンターの設置を契機として、福祉保

健分野における県との連携を強めながら、本市の強みである「地域

力」を活かし、本事業を、一歩一歩着実に進めてまいります。

次に、「公共交通の再編」についてであります。

本市の公共交通においては、昨年１１月に実証運行を行ったＡＩ
エーアイ

デマンド交通「ＡＩ
ア イ

つる～と」を新たな公共交通の核と位置づけ、

本年３月に策定いたしました「都留市地域公共交通計画」に基づき、

抜本的な再編が必要であると認識しており、ＡＩ
エーアイ

デマンド交通を市

街地へ本格導入するとともに、既存路線の廃止や見直し、ＡＩ
エーアイ

デマ

ンド交通を補完する交通サービスの検討もあわせて行ってまいりま

す。

ＡＩ
エーアイ

デマンド交通の導入にあたっては、実績データ及びアンケート

結果の分析を行い、導入経費や利用者想定などの費用対効果を考慮

しながら、国土交通省関東運輸局や運行業者等の関係機関との協議

を重ね、市民に寄り添った、便利で快適な新しい公共交通手段の確
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立を目指してまいります。

次に、「観光振興」についてであります。

いわゆるアフターコロナにおいて、国内旅行・インバウンド需要

の回復とそれに伴う観光業における経済効果の波及が大きく期待さ

れているところであります。

そのような中、本市においても、「道の駅つる」や市内温泉施設な

どをはじめ、眺望の素晴らしさと四季折々の自然に触れることので

きる「都留市二十一
にじゅういち

秀
しゅう

峰
ほう

」や「都留アルプス」などの登山客を含

め、観光客数の大幅な増加が見られるようになっております。

また、本年３月末に実施した「都留アルプス・フリーハイキング

イベント」では、市内のみならず、市外からの参加者も多く、２７

９人の方が、本市の豊かな自然を楽しんでいただいたところであり

ます。

そして、去る４月２９日には、ｎｉｃｏｔ
ニ コ ッ ト

で行われた「ニコット

フェスタ２０２４」において、市制７０周年記念事業として、「つる

大使委嘱式」を開催し、お笑いコンビ「ラパルフェ」の「都留
つ る

拓也
た く や

さん」を６人目の「つる大使」として委嘱いたしました。

今後、「つる大使」のご活躍を期待するとともに、都留市観光協会
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のマスコットキャラクター「つるビー」を活用しながら、あらゆる

機会をとらえて、本市の魅力を市内外に発信し、観光客増加による

地域活性化を推進してまいります。

さらに、ｎｉｃｏｔ
ニ コ ッ ト

の周辺整備といたしまして、本年度、「つる湧

水のほとりエリア」に隣接する都留市総合運動公園内の約０．７ヘ

クタールに、大型遊具等の整備を行う予定であり、憩いとさらなる

賑わいの場を創出してまいります。

次に、「中山間地域総合整備事業」についてであります。

農産物の生産条件等が不利な中山間地域において、農業・農村の

活性化を図るために、農業生産基盤や農村生活環境の整備による生

産の効率化は必須であります。

本市においては、平成２９年度から中山間地域総合整備事業を活

用し、宝及び東桂地域の都留西部地区におきまして、地元の皆様の

協力を得る中で、ほ場整備や鳥獣害防止柵の設置等の事業を実施し

てまいりました。

禾生、盛里、三吉及び開地地域の都留東部地区におきましても、

令和７年度から本事業が開始となることに伴い、事業計画等を審議

し、事業の円滑な推進を図るため各地域に設置いたしました推進協

議会を、５月に開催したところであります。

-8-



引き続き、事業主体である県と連携し、地元の関係者の皆様と意

思疎通を深めながら着実に事業を実施してまいります。

次に、「セーフコミュニティつるまつり２０２４」についてであり

ます。

セーフコミュニティ事業につきましては、令和３年８月に国際認

証を取得し、令和８年の再認証に向け、現在取り組んでいるところ

であります。

本年度は、市制７０周年を記念し、毎年８月に開催しております

「安全・安心フォーラムつる」を「セーフコミュニティつるまつり」

と形式を改め、開催する予定であります。

本イベントでは、これまでの各対策委員会による活動発表やパネ

ル展示に加え、ＩＳＳ
アイエスエス

（インターナショナル・セーフ・スクール）

と連携し、現在、安全で健やかな学校づくりを目指し、活動をして

いる市内の小中学校による活動報告やスタンプラリー、キッチンカ

ーの出店、消防・警察車両の展示を予定しており、子どもから高齢

者までの幅広い世代の皆様にご参加いただき、セーフコミュニティ

活動を知っていただける機会となるよう努めてまいります。

それでは、本定例会に提出いたしました案件の内容につきまして
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申し上げます。

今回、提出いたしました案件は、専決処分の承認を求める案件３

件、条例案１件、補正予算案４件であります。

はじめに、専決処分の承認を求める案件について、ご説明申し上

げます。

まず、「都留市国民健康保険税条例中改正の件」につきましては、

地方税法施行令等の一部改正に伴い、所要の改正をしたものであり

ます。

次に、「都留市税条例中改正の件」につきましては、地方税法等の

一部改正に伴い、所要の改正をしたものであります。

次に、「都留市水道事業給水条例中改正の件」につきましては、水

道法施行令及び水道法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正をし

たものであります。

続きまして、条例案について、ご説明申し上げます。

「都留市税条例中改正の件」につきましては、地方税法等の一部

改正に伴い、所要の改正をするものであります。

続きまして、補正予算案について、ご説明申し上げます。

まず、令和６年度一般会計補正予算案（第１号）について、ご説

明申し上げます。
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禾生第二小学校区学童保育施設建設事業について、物価・エネル

ギー価格の高騰の影響等により、事業費が見込を上回ったため、予

算額を増額するものであり、歳入歳出とも１千２５１万３千円を追

加し、予算総額を１６９億９千３５１万３千円とするものでありま

す。

なお、この一般会計補正予算案（第１号）につきましては、小学

校の夏季休業期間中に工事に着手し、早期に供用を開始できるよう、

本日、議会初日での議決をお願いするものであります。

続きまして、令和６年度一般会計補正予算案（第２号）につきま

して、ご説明申し上げます。

一般会計につきましては、歳入歳出予算とも２億２千４８０万６

千円を追加し、予算総額を１７２億１千８３１万９千円とするもの

であります。

主な歳出の内容について、ご説明申し上げます。

２款 総務費につきましては、児童手当の拡充が令和６年１０月

支給分から行われることに伴い、人事給与システムの改修に要する

経費などとして、１千３８８万１千円を追加するものであります。

４款 衛生費につきましては、新型コロナウイルスワクチン接種

について、予防接種法に基づく定期接種として６５歳以上の方等を
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対象に実施するとともに、接種者の自己負担額の一部を助成するこ

とに要する経費などとして、７千１６６万３千円を追加するもので

あります。

５款 農林水産業費につきましては、都留東部地区の中山間地域

総合整備事業の実施に向けて、ほ場整備に伴う換地計画の概要を作

成する経費などとして、１７０万６千円を追加するものであります。 

９款 教育費につきましては、働き世代から、運動・スポーツを

習慣的に実施するための取組として、運動・スポーツ習慣化事業を

昨年度に引き続き実施することに要する経費を追加し、令和 5 年度

都留市一般会計補正予算（第１３号）において予算計上した都留フ

ィールドミュージアム(仮称)建設工事に係る都留文科大学施設整備

費等補助金について、令和６年度予算から減額することなどによっ

て、８億１千３３６万８千円を減額するものであります。

１１款 公債費につきましては、将来の公債費負担を軽減するた

め、繰上償還する元金及びそれに係る補償金として、９億４千２２

５万８千円を追加するものであります。

なお、定期人事異動に伴う人件費の再算定を行い、１款から９款

までの人件費にそれぞれ増減した結果を反映させております。

次に、特別会計について、ご説明申し上げます。
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令和６年度都留市国民健康保険事業特別会計補正予算案（第１号）

につきましては、国民健康保険事業における健康保険証からマイナ

保険証への移行について、周知広報事業を実施することに要する経

費として、５１６万９千円を追加し、予算総額を３０億１千７１３

万９千円とするものであります。 

次に、公営企業会計について、ご説明申し上げます。 

令和６年度都留市病院事業会計補正予算案（第１号）につきまし

ては、駐車場拡張に向けた開発許可申請業務委託、介護職員等に係

る処遇改善、セントラルモニターの更新に要する経費として、２千

５３８万８千円を追加し、予算総額を４４億７千６万２千円とする

ものであります。 

 

以上、提出議案につきまして概略申し上げましたが、よろしく  

ご審議の上、ご議決くださいますようお願い申し上げます。 
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